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【様式３】裏面 記入例 

  

 

◎【様式３】に係る添付書類 

・ 研修修了証の写し等、研修修了を証明する書類を添付してください。 

 

◎【様式３】に係るその他の注意点 

諸外国における関係機関の研修受講歴については、研修名称と主催者を日本語と原

語で併記してください。また、研修内容の説明用に外国語の資料を添付する場合は、

日本語訳も添付してください。 
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8.4 実務経験説明書【様式４】 

 申請者がアーキビストに必要な知識・技能を活かしながら、職務基準書に定める職務

に一定期間従事していることを確認するために提出していただきます。また別紙に実務

経験の具体的内容をご記入ください。 

 

【様式４】記入例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥所属長等からの確認が行えなかった場合、その理由を記入 
所属長等からの確認が行えない場合は、その理由をお書きください。そ
の場合、当該期間に所属していたことがわかる書類を添付してください。 

①機関名 
１機関ごとに１

枚作成してくださ
い。 

 
②勤務形態 
常勤／非常勤の

別、月又は週の勤務
日数を記入してく
ださい。 

 
③所掌事務等 
各機関の事務分

掌表等に示された
本人の担当事務を
ご記入ください。 

 
④合計 
次頁の計算方法

を基に、正確に記述
してください。（日
数の単位は切り捨
てとする。） 
 
⑤所属長等からの確
認 
確認欄は所属機

関もしくは所属部
署の責任者名で記
入し、職印を押印し
てください。 

①

③ 

⑤ 

② 

④ 

⑥ 
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◎【様式４】に係るその他の注意点 

・ 記載した事項について、所属長等からの確認を得てください。 

・ 複数の機関・組織における実務経験は合算できます。この場合は、【様式４】を機

関・組織ごとに作成し、各該当機関の所属長等からの確認を得てください。 

・ 申請書類提出期限の日（令和２年９月 30日）までの実務経験を有効とします（申

請書類の提出日から提出期限の日までの期間も含められます）。 

 

〔実務経験期間の計算方法〕 

・ １月の勤務日数が 13日以上の月は、１か月とすることを基準として、３年（36か

月）以上の実務経験が必要となります。１日の勤務は、勤務時間数にかかわらず、

１日として計算します。 

・ １か月当たりの勤務日数が 13日に満たない場合（週３日未満）は、満たなかった

月の勤務日数を合算した上で、13日を１か月として計算してください。 

※実際の計算事例については本書 24頁、よくある質問 A９をご覧ください。 
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◎【様式４】別紙に係る注意点 

・ 所属長等の確認は不要です。 

・ 職務基準書に示される職務（本書 22～23頁、よくある質問 A５）を参考に、実務

経験の具体的内容について、ご記入ください。 

 

【様式４】別紙 記入例 
 

 




